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教育支援体制整備事業費補助金（いじめ対策・不登校支援等総合

推進事業）交付要綱第２０条の規定に基づき、ＳＮＳやアプリ等（以

下「ＳＮＳ等」とする）を活用した相談体制の構築事業の実施につ

いて必要な事項を、本実施要領で定めるものとする。

１ 事業の趣旨

問題の深刻化を未然に防止する観点から、いじめを含め様々な

悩みを抱える児童生徒に対するＳＮＳ等を活用した相談体制の構

築を推進し、児童生徒の相談に係る多様な選択肢を用意すること

により、教育相談体制の充実を図る。

２ 実施主体

本事業の実施主体は、原則として、令和元年度までに本事業を

実施した都道府県及び指定都市等とする。

なお、令和元年度までに本事業を実施し、得られた知見等を市

区町村から都道府県に引き継ぐなど、都道府県による広域的なＳ

ＮＳ等を活用した相談体制の構築に資すると認められる場合に限

り、本事業を実施していない都道府県も、実施主体となることが

できる。

３ 事業の内容

本事業は、次の内容を実施することができる。

(1) Ｓ ＮＳ等を活用した双方向の文字情報等による相談事業

ＳＮＳ等を活用した双方向の文字情報等による相談（以下「Ｓ

ＮＳ等を活用した相談」とする）を実施するとともに、相談員の

専門性を向上させるための研修、事業を効果的かつ円滑に実施す

るための相談受付日等の相談体制の在り方、相談技法やシステム

の確立、電話相談との有機的な統合の在り方の検討及び情報交換

や関係機関との連絡調整等を行う連絡協議会の開催を実施する。

(2) 通 報アプリ等を活用した一方向の文字情報等による相談事業

アプリ等を用いて、文字情報等による児童生徒のいじめ等の通

報や悩みの訴えを受け付け、その後、学校等に引き継ぎ、必要に



応じて当該学校等において対応を行うとともに、事業を効果的か

つ円滑に実施するための通信ログ等の分析・研究及び関係機関へ

の通報の在り方又は情報交換や関係機関との連絡調整等を行う連

絡協議会の開催を実施する。

ただし、本事業の実施に当たっては、ＳＮＳ等を活用した相談

の仕組み構築の希望等について、利用児童生徒に対してアンケー

トなどを用いて調査することにより、今後の相談体制の充実に向

けた参考とすること。

(3) そ の他必要な事業

地域の実情に応じ、上記 (1)又は (2)を効果的に実施するために、

その他必要な事業を実施することができる。

※ ＳＮＳ等を活用とした相談を実施した際に、相談内容等を考慮

し、ＳＮＳ等から、音声通話への切替えが必要と判断した場合、

当該相談に関する音声通話に切り替えた後の相談も本事業に含む

ものとする。

※ 上記 (1)を 実施せずに、 (2)の み又は (2)及 び (3)のみを実施する
事業の採択数については、全体の採択数の２０パーセント以内を

目安とする。

４ 相談員の選考

ＳＮＳ等を活用した相談又は電話相談や教育相談に関する知識

及び経験を有し、本事業の趣旨を理解する者とする。

なお、ＳＮＳ等を活用した相談は、電話相談や対面による相談

とは異なる相談技法が必要になる。そのため、第三者への委託を

行う場合も含めＳＮＳ等を活用した相談に関する知識及び経験を

有していない相談員を選考する場合は、相談を開始する前に必要

な研修を行うなどして十分な相談体制を整えること。

５ 事業計画書の提出

補助金の交付を受けようとする都道府県・指定都市等は、文部

科学省が指定する期日までに事業計画書を提出するものとする。

事業計画においては、地方公共団体における将来的な実施体制

についても記載するものとする。

６ 事業報告書の提出

補助金の交付を受けた都道府県・指定都市等は、文部科学省が

指定する期日までに、事業報告書を提出するものとする。



７ 費用

(1) 補 助対象経費

国は、記２から６までの要件を満たす都道府県・指定都市等が

実施する事業（その一部を委託して実施する場合も含む。）に対

して補助するものとする。（上限：８００万円）

(2) 補 助対象経費の取扱い

ＳＮＳ等を活用した相談体制の構築事業に係る補助対象経費の

取扱いについては、ＳＮＳ等を活用した相談体制構築のための真

に必要な経費に限り、現在、地方公共団体において、対面や電話

相 談 な ど の 相 談 事 業 に 関 し て 負 担 し て い る 経 費 を 除 く こ と と す

る。また、取扱いに際しては、都道府県・指定都市等が持つ他の

経費と紛れることのないように留意すること。

８ 第三者への委託を行う際の留意事項

(1) 業 務の全てを直接執行することが困難な場合、その一部を第三

者に委託することができる。ただし、第三者に委託する場合にあ

っても、その業務遂行に係る責は補助事業者に帰するものとする。

そのため、補助事業者は、受託者が受けている相談内容を即時

に確認できるシステムとするとともに、生命に関わるなど緊急の

対応が必要な場合の受託者からの連絡体制を確立すること。

(2) 補 助事業者がその事業の一部を第三者に委託する場合において

は、本事業が終了した場合のことも見据えた体制の構築を図るこ

と。

９ その他留意事項

(1) 本 事業を行うに当たっては、以下に留意すること。

① その他のいじめ対策・不登校支援等総合推進事業との連携に

努めること。

② 生命に関わるなど緊急の対応が必要な相談や通報を受けた際

に、迅速かつ適切に対応できるよう、関係機関と協議の上、マ

ニュアルを作成するなど必要な体制を整えること。なお、３ (1)

の 事業については、緊急の対応が必要な相談については、一人

の相談員による対応が困難になる場合があるため、同時に二人

以上の相談員が配置される体制を整備することが望ましい。

③ 相談受付時間外や同時に複数の相談や通報が来た場合などす

ぐに対応できないことが想定される際は、利用児童生徒に対し

て、その旨及びその際の対応が十分伝わるように努めること。

④ 児童生徒の氏名、学校名を含めた相談や通報内容に関する通

信ログについては、児童生徒の個人情報に該当する場合が多く、



各地方公共団体の個人情報保護条例等を遵守した上で厳格に管

理すること。

⑤ スマートフォン等を所持しない児童生徒に対して、適切な配

慮を行うよう努めること。

⑥ ３ (1)の 事業については、同時に複数の相談が来た場合などに

おいても、なるべく多くの相談に対して、すぐに対応できるよ

うに相談の受付方法等について工夫するよう努めること。

⑦ 相談受付期間や対象児童生徒などの相談体制については、令

和元年度までに実施した事業の拡充を図ること。

(2) 相 談受付期間・時間の設定、効率的な相談受付・対応の仕組み

又はスマートフォン等を所持しない児童生徒への配慮の工夫等の

取組において独創性を有する事業について重点的に予算措置を行

う。

(3) 厚 生 労働省において、「地域自殺対策強化交付金」事業を措置

しており、特に市区町村において同様の事業を行う場合には、同

交付金の活用も検討しつつ、各地方公共団体の福祉部局と有機的

な連携を図ること。

附 則

この要領は、平成３０年２月２０日から施行する。

附 則

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要領は、令和２年４月１日から施行する。


